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１技術移動の諸問題

ここに，「多国籍企業の技術移動と発展」と題する文献解題本がある(1)。

そのなかで，まず，ハワード．Ｖパールムッター（ＨｏｗａｒｄＶ・Perlmutter）そのなかで，まず，ハワード．Ｖパールムッター（ＨｏｗａｒｄＶ・Perlmutter）は，次のように言っ

ていろ。

多国籍企業（TransnationalCorporation,TNC）は，その基本的機能の概念とその発展の方向にお

いて主要な変質をとげつつある。この文献解題本の編集者，サガフイーネジャドとベルフィールド

（TagiSagafi-nejadRobertBelfield）は，多国籍企業の変質過程を支配する要因と諸力を包摂して

いる文献を調査して，次のような仮説を中心に仕事を行った。すなわち，（a)科学と技術は発展にとっ

て決定的に重要である。（b)富国と貧国との格差と，工業化進展の多いのと少ない国の性格は，技術特

定的でインフラストラクチュア（infrastructure）関連的である。（c)多国籍企業は，技術の国際取引に

おいて主要な行為者である。

多国籍企業をとりまく今日的な議論は，国家の技術的自己依存を求めつつ，技術移動と発展過程の

諸様式，適合'性，費用，効果に関連していろ。そして，相互依存的な世界的産業システムのなかで，

技術の世界的な流れは，工業と商業部門で，高度と中間と低度技術で，採取的，サービス的，製造並

びに農業部門で起っていろ。
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諸文献は，このような技術の流れの現在の相対的な方向を反映している。すなわち，（a)先進国間で，

米国から西ヨーロッパと日本へ，（b)先進国から低度工業国へである。しかし,次のような方向への技術

の流れの性格と度合に関しては，殆んど解明がなされていない。「すなわち，（a)先進国間で，西ヨー

ロッパから米国並びに日本へ，そして日本から西ヨーロッパ並びに米国へ，（b)高度工業国と東ヨーロ

ッパ社会主義国との間の流れ，（c)東ヨーロッパ社会主義国と中華人民共和国と低度工業国間の流れ，

(d)低度工業国間並びにそこから高度工業国への流れである(2)。」

多国籍企業は，多様な形態で現出する。小規模，中規模，大規模で，先進国，社会主義国，第三世

界諸国に寄留地を選定したり，私的，混合的，または，国家所有であったりする。「言われているよ

うに，技術は鞄の外にある。そして,マイクロ・エレクトロニクスの世界が，その過程を加速するだろ

う。技術の完全な領域への接近は，1980年代の終りまでには，大抵の国の手中にある(3)。」しかし，

具体的に技術は，危険と機会の両者を含む。それ故に，目的と手段の関連'性が重要である。

政府と多国籍企業が，この転換した今日の世界的な工業システムを再建するのに如何に貢献するか。

各国の技術的自己依存を増加させるべく如何に適合が達成されるか。多国籍企業は，そのための主要

な闘技場，車である。世界的な政治システムと価値システムは，人間が目的であって，技術が目的で

はないことを強調する。提携と信頼に基づいて，この世界的な工業システムを如何にして建設するか

を学ぶ必要があると(4)。

この本の体系は次のとおりである。

第１章問題の背景,発展における科学と技術。第２章国際技術格差とＮＩＥ０．第３章多国籍

企業と技術。第４章企業技術移動の構造。様式と原価と管理。第５章技術移動と現地国。適合'性，

従属'性，主権。第６章部門別分析。技術移動の事例研究。第７章技術移動と本国。第８章技術

移動の規制。コントロール・システムと機構。

さて，タギ・サガフィーネジャドとロパート・ベルフイールドは,次のようにコメントを行っていろ。

国家の科学と技術計画の政策的展望からして，外部源泉からの技術輸入に関連した行動は，国家の

科学的，技術的必要要件と能力の全体的な評価によって進められねばならない。その際，科学的，技

術的なインフラストラクチュア（下部構造）と吸収能力。教育と訓練の水準と質。技術の生成，取得，

適合，応用のための現存と要求される制度。基礎並びに応用研究，開発，エンジニアリングの相対的

利点。技術の土着の開発と輸入との間の選択。革新の方向と率を取扱う多くの課題が考慮されねばな

らない。技術移動のための主要な車で，同時に技術の基礎的源泉である多国籍企業に対しては，その

移動の意思決定の意味を理解し評価するよう備えねばならない(5)。

技術格差は，技術のみならず人道的，社会文化的課題であり，また成長の決定諸要因と密接にから

みあっていろ。この技術格差は，地理的よりもむしろ技術中心的であるということを示唆する多数の

研究がある。技術の受領者にとって基本的なことは，外国技術を輸入することと土着の技術能力を開

発することとの間の選択である(6)。その際，ジレンマは次のことにある。「もし，潜在的な受領者に

接近する機会を与えることを差し控えるならば，収益の損失に直面し，もし，必要性を持っている者

に接近する機会を与えれば，その優位な立場のあり得べき損失に直面するというこの供給側を，それ

でもなお慰めることである(7)。」

第二次大戦後は，特に技術の国際的な流れにおいて顕著な増加を見せ，今日では国際貿易のなかで

の重要な要素としての技術の優位性は増大しつつある。問題は，技術移動が外国への直接投資を伴な

うかどうか，技術移動の結果として，世界貿易と投資の構造が変えられるかである。また，現地国の

視点に立つと次のような質問が提起されろ。如何にして我々は，国際貿易のこの変化しつつある構成

要素と性格に並行して存立し得るか。現在並びに将来において，我々の比較的優位性はどこに存在す

るか。また，多国籍企業にとっては，国家，州の世界のなかでの研究開発活動の合理的配分と多国籍
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性に付随する諸問題を取り扱わねばならない(8)。

技術は，いくつかの様式と方法によって移動されうる。例えば，多国籍企業による完全所有子会社，

合弁事業，特許契約，あるいは訓練，』情報交換，調達その他のサービスを必要とするような移動契約

であったり，書面コミュニケーション，青写真，公文書，職場内訓練，特別訓練セミナー，専門家の派

遣などである。また，多国籍企業の活動の動態が重要である。革新，研究開発政策に対する態度や歴

史，移動協約の処理方式などは，技術パッケージの価格を如何に設定し正当化するか，契約を如何に

交渉するかなどの難問を提起する。一つの移動協定に含まれる問題と要因は，多くの環境的，組織的

要因と同様に，移動の様式と方法によって影響されろ(9)。

すくなくとも，産業革命以来の国境を越えての技術移動の生起にもかかわらず，今日的な問題性は，

それが低工業化国の発展問題に対する部分的な解と見られているところにある。また，それは次のよ

うな諸問題を含みながら強調されてきた。すなわち，従属性と帝国主義，適切な技術，資本一労働

の代替，資本集約的対労働集約的工業化，部門間不均衡と二重性，技術原価と支払効果の均衡，技術

の移動と拡散への障害などである。また，多国籍企業によって低工業化国に移動される技術は，それ

が違った環境のもとで開発されたことによる，要素使用と製品形式における不適切性が，しばしば，

議論されていろ。大量失業と貧しい外貨に直面する多くの低工業化国にとって，その発展と工業化へ

の関心は，技術移動の動態（何を，どこから，どんな価格で）どんな条件でなど）とその必要性，能

力，方向に対する批判的評価と検討とを必要とする。加えて，人的資本の豊富さ，工業化過程の重点

と選択的優位性あるいは選択的独立性の領域などの問題が存在する。技術移動の過程と発展過程との

インターフェイスが重要である('o)。

「結局，技術移動は，多国籍企業とその本国を利する一方，主題の事柄に，その最初の合法性を与

えることに対して基本的に責任があるのは，受領国の事件である('1)｡」また，「多国籍企業による技

術移動が，技術変化の率を促進するだろうという基本仮説が作用するとした時でさえ，批判者は次の

ことを指摘する。すなわち，革新的行動と技術的変化の方向は，現地国の資源基本財産と発展優先順

位の見地からして，必らずしも最適であるとはかぎらないのである。しかしながら，適合'性は，受領

国の要素基本財産と内部的制約によって影響されろ('2)｡」これまで，現代技術の使用を通じて，低開

発の状態から抜け出そうとする試みは，訓練された人事，インフラストラクチュア，並びに教育制度

の欠乏によって，しばしば失敗に終っている。これには，国際的援助によって補充された大量の人的

資本を必要とする('3)。

多国籍企業の組織構造と低度工業国の内部的発展の必要性と動態の理解が，一層特定的で，部門的

な並びに産業特定的な研究によって補足されるべきである。移動の条件や影響は，高度技術または研

究開発集約的産業（例えば，製薬業や半導体産業など）と低度技術領域（食品処理や繊維産業）では

異なるし，工場の種類によって立地費用も相異する。規模の経済，雇用創出，資本集約度などの考察

では，技術の性格とその産業的重点，各産業に特有な革新の連鎖に留意することが重要である('4)。

最近，技術流出，技術移動について本国の関心が高まりつつある。合衆国では，これらの移動は，

唯，国内経済の浸蝕作用を導くだけであるという関心が増大しつつある。そこでは，仕事の輸出，競

争，技術的優位性の喪失が関心の中心である。しかし，また他の者は，技術移動がより広い市場をも

たらし，規模の経済を増大させ，本国で，一層，低価格をもたらし，また，技術移動が本国のより一

層厳格な技術革新を促進し，多国籍企業がその技術的先行性を維持することを可能にさせろと主張し

ていろ。労働組合や多国籍企業など種々な集団から，葛藤する諸要求がある一方，総合的な影響に関

して本国政府は，しばしば意見が二分していろ。多国糟企業にとっては，忠誠心の多重性がジレンマ

を創出する。技術供給国の国益の保護を論旨としている文献もある（'5)。

技術移動が行われる国際市場機織の性格について，対立する２つの見解がある。ある者は，市場機

、
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構に主要問題を矯正する能力を認めろ。他の者は，技術に対する国際市場の性格とその不完全性とか

ら，供給者と受領者との間に葛藤が生起し，市場の独占的'性格は両者間の不平等な交渉力を伴なって

おり，市場機構と共に，制度的な干渉を必要とすると主張する('6)。「かくて，低度工業国は，買主危

険負担状況への限界を求めて，指導法典などを主張したり，技術流入を統制し，制御することを目的

として，一方的測定尺度を採用してきた('7)｡」

技術移動に付属する多面的な規則，指針，指導法典が実効的となるのは，時間の問題だけであると

多くの者が主張する。しかし，もちろん，問題の複雑性，技術パッケージの独自性，施行への行政的，

法律的障害，移動にかかわる多様な環境が指摘されろ。法典の提案者は，法典がその過程に固有の不

正と乱用のいくつかを軽減するだろうと信じ，反対者は，法典はその流れを低減し，それによって受領

国の成長過程を妨害する以外のなにものでもないだろうと信じている。本国一現地国と同様に多国籍

企業一低度工業国の議論は，もはや法典が採用されるかどうかではなく，法典の内容と形式について

である。いくつかの一方的または集団的な法典が，多様な水準で現出しており，和解への議題項目を

提供している。多様なコントロール尺度と用具，機構，アプローチなどに関する研究や文献も，企業

から国際的な範囲にまで少なからず存在する。そして，技術移動を含みつつ，全べての領域で多国籍

企業の活動を制御することに一層の重点が存在すると('8)。

技術移動をその問題の一つとして，多国籍企業の行動論理については，国連をはじめ極々の所で議

論されている。ところで，多国籍企業を主軸とした技術移動は，国際的に行われる資本主義的生産の

循環のなかで生起する。とくに，製造技術は企業の基本変数の一つであり，企業目的との関係を注意

しなければならなく，その際に，資本輸出の視点は重要である。

レーニンによれば，最新の資本主義の基本的特殊性は，最大の企業家の独占的諸団体の支配である。

世界の経済的分割，領土的分割，植民地および経済的領土のための闘争を土台として，政治的諸団体，

諸国家の間に一定の関係が形成されろ。この資本家独占団体の間の国際カルテル形成は，資本と生産

の世界的集積の新しい段階であり，超独占が生誕する('9)。

独占会社は，親会社（母親会社），子会社，孫会社の制度を利用する。そして，巨大企業における

基本的原料供給の計画的組織化，完成品までの加工諸段階の集中管理，生産物分配の計画化などは，

まさしく生産の社会化であって，そこでは，変化しつつある社会的生産関係が基礎的である(20)。

生産の集中と，強烈な生産と資本の集積は独占にみちびく。生産の集積は，労働者の集積よりもは

るかに強く，生産の社会化の一層の前進となる。そして，技術上の発明や改良の過程も，また社会化

される。巨大企業は，複雑な技術，高度な組織，巨大な資本力とによって永続的独占を占有する。独

占は，帝国主義の経済的基礎となる。

自由競争が支配的な資本主義では商品の輸出が，独占が支配的な資本主義では資本の輸出が典型的

である(21)。資本輸出の可能性は，後進国が世界資本主義の循環のなかにひきいれられ，工業発展の基

本的諸条件が保障されていることなどによって創出され，資本輸出の必然'性は，資本にとっては有利

な投下場所がないことなどによって創出されろ。資本輸出は，また，金融資本の依存と連絡との国際

網の創出において重要な役割を演じろ。

輸入された資本とともに開発された国々では，「古い社会的諸関係は根本的に革命され，『歴史なき

民族』の数千年来の農業的孤立性は破壊され，彼らは資本主義的渦巻のなかにまきこまれる。………

……これらの民族もまた，……………経済的および文化的自由の手段としての統一的民族国家の建設

という目標をおしたてろ。…･………･･そして，ヨーロッパの資本は，ただその軍事力（権力手段，

『金融資本論』）を不断に強化することによってだけ，その支配を維持できるにすぎなくなる(22)。」

と。

技術移動は，高度工業国と低度工業国との間の多彩な経済的関係の表現，その諸関係の維持，強化
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のための一手段，資本蓄積の過程における一契機でもある。

技術移動には，主として二つの方法がある。直接に低開発国の会社に移転する方法と，多国籍企業

の子会社を通して移転する方法である。前者では，世界貿易の枠組の中で特許やライセンスなどを手

段として，技術の社会的選択が問題となる。資本集約型技術と土着技術との中間としての中間技術が

論議されろ。技術のもつ体制的性格に受入れられない人々のための技術としての，もう一つの技術，

ＡＴ（altemativetechnology），地域社会の技術の議論も注目される(23)。それらは，低開発国の発

展．開発戦略において，重要な政治課題の一つである。後者では，プロダクト・ライフサイクル仮説

に立つ多国籍企業の段階的な行動論理も注目されろ。

ところで，資本主義的商品生産の生産過程の基本的構成を決定するのは，企業において，資本の単

独決定が基底であれば，資本，経営者側の計算である。そして，情報システムは，技術革新，技術移

動が生起しうる条件である。その際，技術移動を誘因づけるものは，資本の限界効率表，各特定類型の

資本資産の限界効率表，製品一市場一事業の選択表，そして，実際家たちの確信の状態などであろう。

確信の状態は，戦略的分析によっても高まる。

さて，技術は手段であって，目的は人間である。技術は自由と必然との，隷属と創造との統一であ

り，人間の技術である(24)。人間は，技術を手段となし技術によって，歴史的，現実的に自由になる。

我々は，社会や産業や企業に移動された技術や，技術革新に基づく新しい技術的行為によって，我々

の環境的社会を変革すべ〈，その行為の主体的社会に参加すべきである。

技術革新の期間は短縮し，国際的な技術の移動，伝播，模倣は，その速度が速くなっていろ。生産

設計は政治的過程である。その際，産業技術は自然科学技術と社会科鰺学技術との綜合であり，経営管

理技術は科学．技術の統制，計画化のためのかなめである。そして，物の技術に対して，心の技術，

意思決定の技術が，また経営システムの見地が重要である。歴史的，技術的な行為によって我々は，

主体的経営社会の一要素として働く。

三木清によれば，「いわゆる技術的時代の悲劇は，技術は単に自然科学技術のみでなく社会技術と

いうものの存在すること，両者の間には因果的に密接な関係があること，したがって諸技術の間に正

しい目的・手段の自律的・依存的間係が樹立されねばならぬことを理解しないところにある(25)｡」

技術は科学を基礎として発達するが，単に科学でなく，かえって直観から，形成的想像力から働く

創造力であり，形成的構想力が根底である。物質に触れ，物質の中から形成することから，技術的形

成は，一面では直観的，無意識的である。技術は，行為，行為の形態であり，環境に対する複合的行

動様式の発明による適応であり，その本質は形成である。技術の作用は転形であり，構想力の論理を特

徴とする。技術的な形もしくはイデーは，物質と精神との綜合であり，因果論と目的論との綜合とし

て形成されるが，技術において，主観的目的と客観的自然認識との綜合が行われろ。技術的合理性は，

自然法則的な因果法則的合理性と経済的合理性のごとき目的論的合理性との統一である。だから，目

的論と因果論との結合，目的論の客観性が，根本問題の一つである。

技術は，集団的労働の組織化，協同によって効果的となり発達する。一方,協同は責任の倫理を要求

する。技術は，社会的諸関係の中で存在し，社会の組織としての制度の性質をもつ(26)。企業や工場で

の諸種の技術的手段は，相互に連関して機械体系を形成し，一定の時代と社会での諸技術的手段は，

技術複合体を形成し，技術複合体に適合しつつ発明が利用される。技術の模倣，伝播，発明の過程は，

一層，社会的となり，技術的工夫への刺戟，構想，実現は，社会的な文化水準によって制約されろ。

失業や人間の非人格化や公害などは，技術の害悪である。その多くは，技術が使用される一定の社

会関係から生ずろ。だから，技術の本質的側面と，社会関係の中での適用的側面とを区別することが

重要である。社会的諸関係の中での技術の制限された利用，技術の計画化，科学．技術の計画化が必

要である。そして，これもまた一つの技術であり，社会科学的技術である。社会技術は，一般に，技

己
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術間の目的・手段の段階的連関において，自然科学的技術に対して目的の地位にある。技術は，社会

技術によって統制，計画化されねばならなく，総企画的技術としての政治の役割の一つもここにある。

対象において自己を見ろということが技術的行為の本質であり，社会的存在としての我々は，行為

の結果に対して責任を負わねばならない。その責任は，自己自身に対すると同時に社会に対する責任

である。

環境的社会，環境に対して，形成的に働くことにより，我々は，環境的社会を作る社会としての主

体的社会，創造的社会の一要素として働く。社会に対する責任とは，何よりもこの創造的社会に対す

る責任である。社会の自己形成，自己発展は，同時に，我々の自己形成，自己発展でもある。その際，

我々の行為は，歴史的で技術的でなければならない(27)。「環境的社会を変化し形成してゆく主体的社

会の創造に参加し，環境的社会を変化し形成してゆくことがわれわれの行為の課題である(28)｡」
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２経営生産の三要素

できるだけ容易に，しかもできるだけ速〈という革新への期待と共に，一方，革新と公開Ｉ性とは異

なることに注意しなければならない。実質上の秘密技術知識は,多数存在する。

図表１，及び２に示すように，技術変化はます

ます速い革新過程を導き，その結果は一層短い製

品ライフサイクルをもたらし，製品戦略の変化を

必要としていろ。なかでも，半導体素子の開発は

顕著な一例であり，各集積回路当りの構成素子数

の増加と各構成素子当りの価格の低下は，非常に

大きい。また，企業の総売上高に占めるハードウ

ェア部分の相対的減少と，ソフトウェアの市場化

促進によるその補償が行われている。その結果，

ＥＤＰの総コストのうち，ソフトウェア部分は，

1955年の約10％から，1985年にはほぼ90％に達す

るともいわれていろ(1)。

革新過程を次のように細分することが可能であ

る。

（１）先決すべき諸条件（例へば，自由に処理で

きる1情報，目標，精神の状態）

（２）イデーの追求

（３）原型にまで導く開発

（４）連続して製造することを可能ならしめる工

業化

（５）商品化

そこで，状況に応じ，諸段階は長短であったり，

重なったり，隣接製品のために諸段階を混合する

こともできろ。この過程は，多分,循環的である。

特許又はライセンスの購買を通じて，外部の革新

ある種の場合は，第一段階から第五段階へ直接通

図表１革新期間は一層短縮する

jbU１７００ ｺﾞUＵＩ８５０１９００１９５０ 0年

（Lembke,ａ・a､0.,ｓ､2.）

図表２情報技術における半導体素子の発展段階
数

100,000

1０００００

1,000

１００

１０

1９７０１９７５

MOS‐技術

１９５５１９６０１９６５

ゲルマニウム珪素バイポーラー:技術

（Lembke,ａ・a､０，ｓ､3.）

を導入する時には，特定の段階堵を導入する時には，特定の段階を一足飛びに進む。ある種の場合は，第一段階から第五段階へ直接通

過することができるだろう(2)。

しかし，革新の失敗例もある。例へば，1970年頃，モーリス・バルタロン(MauriceBarthalon)によ

って発明されたコンプレッサーである。それは，全く独創的な直線的交互運動を開発する小さな電気

機器であった。フランスでは，設計段階でこれが採用されず，米国の会社に特許が購買された。今日，

このフランスの発明は，アメリカ，イタリヤ，日本で利用され，日本の日東工機は３ケ月ごとに４万

台の“パルタロン'，コンプレッサーを製造していろ。フランスでは，この秋から，アメリカ．グルー

プの一子会社によって利用されていろ(3)。技術移動は，速くて容易な革新過程のための一手段となる。

さて，企業の所有関係や所有構造が，技術移動に重要な影響を及ぼす。同時に，技術移動は，基本

的には企業目的によって制約されながら，経営システムに諸々の変化をおよぼし，組織構成員に重要

な影響を与えろ。特に製造技術は，経営生産の生産要素や，商品資本価値の主体的要因と客体的要因

とへの転形の結果としての生産資本の定在形態や，生産資本の循環に変化をもたらし，生産手段と生

産者，労働者，労働力との分離と対立を顕在化する。

ここでは，生産資本の循環，Ｐ…Ｐ，が特に問題なのである。マルクスによれば，「Ｐ…Ｐ,でＰ'が
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表現するのは，剰余価値が生産されたということでなく，生産された剰余価値が資本化された，つま

り資本が蓄積されたということであり，したがって，Ｐ’は，本源的資本価値プラスその運動によって

蓄積された資本の価値から成立つ(4)」のである。

資本制的生産の全性格は，投下資本価値の増殖，つまり剰余価値の生産と，資本の生産，すなわち

剰余価値の資本への転化すなわち資本の蓄積とによって規定されていろ。技術移動や集中によって熔

接された資本塊は，より急速に，社会的蓄積の槙粁となる。蓄積の進行中，追加資本は新たな発明や

発見の利用のための媒済として役立ち，旧資本も改良された技術的姿態をとって更生する。技術移動

は，資本の技術的構成における変化を速やめ，より急速に，資本の有機的構成を高度化せしめろ。技

術移動による労働の社会的生産力の発展の結果と同時にその前提としても，生産手段を生気づける労

働力の分量に比して，生産手段の分量の増加は一層大きくなる。

労働力の弾力性のおかげで，蓄積の領域が拡大する。にもかかわらず，追加資本はますます少数の

労働者を吸引し，新たな構成で再生産される旧資本は，従来の労働者をますます多く反擁する(5)。

労働の生産性と労働の価値創造とが逆比例するということは，商品生産の一般的法則である。しか

し，資本主義制度の内部では，労働の社会的生産力を高めるすべての方法は，個々の労働者を犠牲と

して行われ，彼の労働の内容を破壊し，自立的力能としての科学が労働過程に合体されるにつれて，

労働過程の精神的諸力能を彼から疎外する(6)。

生産上の精神的諸力能は，資本において集積されろ。物質的生産過程における精神的諸力能の分離

の過程は，単純協業において始まり，マニュファクチュアにおいて発展し，科学を自立的な生産力能

として労働から分離して資本に奉仕させる大工業において完成する(7)。それは，個別的労働力の根源

をおそう。だから，技術移動，技術情報，情報システムの自動化が，この性格を強化しないかどうか

注視しなければならない。

資本主義的生産過程は，二者闘争的|生格をもつ。一方での社会的労働過程と他方での資本の増殖過

程の性格である。だから資本家の指導としての管理技術は，二重'性格をもつ。そこからして，管理技

術の移動は，一面では新たな社会的労働過程の指導のために要請され，他面では資本の生産，資本関

係の再生産に役立ち，一方にはより多くのまたはより大きい資本家を，他方にはより多くの賃労働者

を再生産することに寄与する。

社会的必要労働時間による商品の生産は，マニュファクチュアでは，一定の労働時間内での一定分

量の生産物の提供という生産過程の技術的法則の下で行われろ。しかし，社会的労働過程の編成は主

体的である。だが，機械では，労働過程の協業的'性格が，社会化された．または共同的な.労働が技

術的必然となる。

しかし，生産の社会的形態がどうあろうと，労働者と生産手段とはつねに生産の要因である。そし

て，生産手段は，生産資本の人的定在形態としての労働力が生産手段と合体されうるものとなった時

からのみ，生産資本の対象的姿態，生産資本となる。労働力は資本家の下で資本であり，生産手段も

天然に資本ではない(8)。労働の生産力の発展は，原資本またはすでに生産過程にある資本にも反作用

するが，個別的生産資本の循環は，循環している生産資本一般の定在を前提としない。

サイモンは，組織内の変化が受け入れられるか否かは,変化がメンバーによって導入されると考えら

れるか，メンバーに対して加えられろと考えられるかに依存するという。変化の犠牲か，主体かの受

取り方は，主として，１つにはその個人的効果と関連する変化の方向の問題，２つには変化の内容の

認知の程度と，変化導入準備と内容形成への参加の程度に依存するという(9)。

ところで，生産内容としての社会過程，労働過程，生産力と生産形式としての社会過程，生産関係

との統一的存在が生産様式であり，個別資本が現わす生産過程の発現諸形式が経営生産形態である。

資本主義的商品生産の生産過程は,社会的個別資本運動の剰余価値創出過程であり，労働過程と価値増

－３８－



殖過程とが,その抽象的二側面をなす。この二側面は対立と相補の均衡的照応関係にある('0)。そして，

現実の具体的生産としての生産の三要素，すなわち労働力，労働手段，労働対象の結合の仕方は，生

産力的側面と生産関係的側面を含む。生産過程の本質は，形式たる生産形態と内容たる生産作用との

統一である。生産形態は，生産過程における多様な要素を統一的関連，構造に結びつける発現諸形式

であり，生産力と密接な関連をもった生産関係の発現諸形式であり，また生産の三要素の結合の仕方

を指す('1)。この生産の三要素の結合の仕方を基準として，独占資本主義段階における経営生産形態が

分類でき，その特質が考察できる。更に，各経営生産形態間の社会経済的諸関係の考察がまた重要で

ある。

ここでは，我々は，生産の三要素について基本的な認識を持つことが重要である。

資本主義的商品生産においては，労働力もまた商品である。だから労働力の価値も特定的な価値で

はなく，商品生産の一般法則に規定されろ。労働生産'性と労働の生産力とは逆比関係にある。

労働力，労働手段，労働対象という生産の三要素は，分離しては，生産の可能的要因にしかすぎず，

相互依存的結合によって，しかも労働力を能動的要因として生産の現実的要因に転化する。しかも最

も受動的な要因である労働対象のもつ重要性を看過してはならない。そこで,生産活動は生産作業活動

と生産管理活動との統合として行われる。そして，この活動を保障し，資本の意志として遂行を図ら

せるべく，その前提，枠組，客観的基礎として，生産組織が存在する。「こうして生産組織を前提・

枠組・基礎として生産活動がなされることが，まさに経営生産の作用である('2)｡」

生産性向上を目指す生産技術は，上記三要素の合成物である。そして労働過程の性格から，この技

術は，技術的技能としての工作技術（自然技術）と社会的技能としての管理技術（社会技術）とから

成る。この技術は，また，機能的流動形態としての「生きた技術」「主観的技術」と，構造的固定形

態としての「対象化された技術」「客観的技術」とに区分される。

「労働生産性は，労働手段および労働対象の技術的改善と労働者の技能および労働組織の改善とに

よって増加する」('3)。その際，労働生産'性については，生産の三要素との関連，とりわけ自然的生産

力（自然技術）としての機械の生産性（性能・精密度）との関連が重要である('4)。機械をはじめとす

る物的生産手段の私的所有者が同時に，尼大な労働力の購買者でもあることに問題が起因する。生産

の社会化の進展と私的所有制度との矛盾が，顕在化する。資本主義社会における，人間的実存の一部

である労働力と商品としての物的な生産力である労働力との二律背反の特徴が，一層あらわ'こなろ。

実践的応用科学においては，因果関係的事実関係を目的一手段関係に読替えろ。理論としての因

果法則，因果関係の，政策ないし技術としての目的一手段関係への読替え，転換において，目的と

手段の両者を問題とする。この読替え，書直し，「それは，客観的事実法則の主体的行動原則への転化

であり，過去的視点から未来的視点への転回である。ここに，理論科学から応用科学への，科学か

ら技術への転換の契機をみてとることができる('5)｡」過去的視点から未来的視点への転回，新規の目

的一手段枠の書直しのなかにこそ，技術進歩,新技術生誕の基盤が存在する。ここで重要なことは，

因果法則的理論認識が先決ないし基礎であって，理論の目的一手段関係への転換は，その後の問題

であることである。

労働過程は，技術的なものと理論的なものとが結びつき，理論性と実践性の両面より成り立つ。と

同時に，労働過程は価値増殖過程と併合して，資本主義的商品生産の生産過程を構成する。生産過程

の改善，合理化としての生産管理と経営全体の生産力の最高度化としての生産管理とが，社会過程と

しての生産関係，さらには生産・分配・消費の行為にかかわる社会関係，経済にどのように影響する

かを考察しなければならない。これは，歴史経済的，体制的)性格と社会学的，社会心理学的な組織的

性格との統一体としての企業におけろ，資本主義的生産管理の基本問題の一つである。

技術は科学を応用したわざ，物事をたくみに行うわざである。しかし，技術的行為の場が，運用の

､

己
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みに傾倒する目的の王国であってはならない。資源，人口，公害などの諸問題に関する社会的要求に

合致した行動がとれるような機構や制度が存在し，また，本質論が問われなければならない。

真実在は，無限なる発展と共に無限なる復帰である。無限の進行と共に自由なろ復帰として「永久

の今」である。技術を知識とみれば，知識は発展の対自の状態，方向を現す。発展即復帰，発展即反

省，知即行行即知である。具体的実在は，対自的関係と同時に対他的関係にあり，自己内返照と同時

に他者内返照である。技術移動の過程は，一定の時代と社会と産業と企業における，その或一々の点

で，直にその技術の否定,止揚の可能'性を，常に含んでいろ。そこで，また一々の点が出発点となるこ

とができろ。

シュムペーターは，経済発展と企業者の革新的行動とを関連づけ，革新を創造的破壊，新結合と意

味づけだ。具体的生産は，生産の三要素の結合であり，生産力的側面と生産関係的側面を含む。生産

過程の変化・発展・運動の源泉は，両者の対立と相補の均衡的照応関係に存在する。

「およそ技術史は，『生きた技術』の『対象化された技術』への転化の歴史である('6)。」そこで，

技術移動，技術革新，技術の流動と伝播において，技術の構造形態である「対象化された技術」，「客

観的技術」が重要な意義をもつ。それは，技術の対自的契機となりうるからである。経営において技

術の対自的契機になりうるものとしては，客観化された作業方法や条件，労働手段，労働対象，製品，

管理組織，事業に対する行為主体の組織としての経営形態が存在する。技術は，直接的な人事訓練や

人事交流の他に，情報として情報システムによって，通信され処理されろ。今日，企業では，工場の

生産'性と並んで，むしろそれ以上に，１情報の生産lLkやオフィス・オートメーションや経営のオートメ

ーションが強調されつつある。しかし管理組織も情報システムも，権限と意思決定が重要な要素であ

る経営システムの一部である。

なお，ここでの生産管理の問題としては，次のような諸点が指適できよう。生産企業における各種

技術，すなわち製品技術，生産技術，管理技術のバランスと調整(17)。作業研究と各種ＰＴＳ法の検討

と応用。ＩＥによる生産の三要素のシステム・デザイン。生産システムの設計と関連する長期計画的

意思決定問題と生産システムのオペレーションと関連する短期計画的意思決定問題の区別と分析('8)。

技術移動の段階的区分，すなわち工場・生産ライン建設までの段階と生産始動開始以後の段階との区

別と特徴。ＰＥＲＴモデルなどによる設置システムの設計。システムの自己組織機能の組み込みとし

ての理想システム設計，たとえばワーク・デザイン的アプローチとモーション・エコノミー的アプロ

ーチの検討('9)。生産活動開始以後の習熟I性工学による各種動的分析の検討と，シェイク・ダウンやデ

バギングへのその応用。'盾報利用的，１情報論的生産管理。制御システム，１盾報システム，’情報処理シ

ステム管理技術。フィードバック・フィードフォワード計画技術。自動化，無人化に対応しうるシス

テム設計。そして生産システム，特に製造システムの主体的行動の確保が課題である。集団技術とし

ての管理技術の本質が問題である。生産管理技術を生産関係との関連において考察することが基本的

視点である。
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19）

Ｉ製造技術移動の構造と技術移動の－事例

この章は，ＪＮ・パーマンとＨ､Ｗ・ワレンダーの著作に依拠していろ(1)。

１製造技術移動の構造

「ここでは，技術移動の段階と機構とのマトリックス表示を使って，技術移動の構造分析をしてい

ることが特徴である。そして段階では工場の始動以前と以後との区分，機構では『小さな閻魔帳』症

候群の指摘が重要である。」

技術的知識の成巧的な移動には，経営管理，マーケティング，財務などの技術，技能の移動が密接

に関連するが，ここでは，製造技術の移動のみを対象とする。

技術知識の移動には，一部には子会社側の使用との適合性，一部には親会社側の意思が作用する。

また別の面からは，発展途上国が利用できろ'盾報や特定の技術を購買，取得できる発展途上国の能力

も影響する。国連グループの関心の重点は，子会社と親会社との間の完全所有子会社関係よりもむし

ろ，生産される製品と採用される技術へのコントロールと選択に対する，発展途上国側の関心の方向

と相応していろ。しかし，完全所有子会社は，親会社の技術知識や他の子会社の経験，知り識を即座的

に利用できる位置にある。

技術のフローは，３つの主要な関係，すなわち，完全所有子会社，少数所有，並びに独立特許取引

において全く異っていろ(2)。ここでは，完全所有（または，多数支配一所有）の子会社（wholly-

ownedorpredominantly-ownedaffiliates）に焦点をあて，各立場からその過程を理解し，評価する

のに役立つべく，技術移動の一つの構造を提示しようとするものである。

（１）製造技術の類型

「大抵の製造活動における技術移動は，７つの明白な局面に亘って生起する。すなわち，工場の始

動に先立つ３つとそれ以後の４つである(3)。」

前期の３局面は，(1)立地提案と業務計画の開始，(2)製品設計，(3)施設の設計と建設である。後期の

４局面は，(4)始動活動，ここではインダストリアル・エンジニアリングと人事訓練が重要な役割を占

めろ。(5)価値工学と統制，ここには品質の維持と保証のための統制と検査手続の設定を含む。

(6)製品開発，すなわち新製品と製品開発の導入の局面である。(7)対外支援的な技術移動，これは地域
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の資材供給者に提供される技術支援と関連するものである(4)ｄ

これらの技術の類型に対して，種々異った移動機構が適切である。

そこで，５つの一般的な移動機構が区分できろ。すなわち，(1)文書，それは特定任務のために作成

される手引，仕様書，レイアウト，設計などか，または親会社，子会社相互間の通常の報告手続であ

る。(2)教育プログラム，すなわち公式的教育と職図表３技術移動マトリックス

場内訓練（ＯＪＴ），これには，社内セミナーと

技術者，専門家間の会議を含む。(3)技術担当者の

訪問と交流。(4)専門設備の開発と移動。(5)子会社

の諸問題についての継続的な口頭及び文書による

コミュニケーションに区分しうる(5)。

これらの技術の類型と移動機構の関係は，図表

３のようにマトリックス形式で概念化できろ。

そこで,マトリックス表の製造技術の類型,段階

のそれぞれについて,若干の特徴点を指摘しよう。

段■Ｕ■ＥＤＵＴ
ユ■

■

’’’

（BehrmanandWallender，ｏｐｃｉｔ.，ｐ､６．）

ａ製造提案と計画

この段階での'情報，指針，意思決定の特徴は，つぎのとおりである。

立地選定と環境分析。オペレーテイング評価。準備的設計分析一製品設計,生産レイアウト（保全

修理施設，動力工場などを含む）。原価算定一工場並びにオペレーション。組織摘要一プロジェ

クト管理，部門管理，スタッフ支援など。担当者選任と資格づけ。計画並びにコントロール文書一

予想される問題とその処理(6)。

ｂ製品設計

親企業の製品，製品系列の直接的搬入でなければ，外国市場に対する若干の製品設計上の適応が必

要である。製品パッケージを形成する要素には，つぎのようなものがある。

様式化。機械的性質。標準部品化，現存の周辺機器との両立性。動力源一水力的，電力的，機械

的一資源投入。包装化(7)。

ｃ工場設計と建設

多くの国際会社は，専門の現地設計技師を雇していろ。しかし，設計と建設段階において専門の職

場内訓練を創造しながら，現地人が密接に彼等と協働しなければ，彼等の集合的能力を確保し，その

優位性を保つことも困難である。

ｄ始動段階

始動段階への準備は，生産技術の移動で始まる。それは，文書による手続，プロセス，仕様書，手

引，品質管理指針，並びにその他の提示を含んでいろ。生産始動には，いくつかの活動が同時的に遂

行されねばならない。それにはつぎのようなものがある。

供給資材の購買手続。原価管理指針と所定業務。採用ざれ訓練された直接労働力。採用ざれ訓練さ

れた間接労働力。品質管理試験と手続。生産所定業務。保全とエンジニアリング施設。試験ざれ調節

された設備。設置され試験されたテスト設備(8)。

ｅバリュー・エンジニアリングとコントロール

この段階では，前進的な技術連環と刺戟が，工程の改良と適応のために重要である。建設された工

場や基地が，後に前進的技術支援の欠除のために空費されろという報告が多数ある。多くの開発途上
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国では，国家計画者が，最上の設備と生産システムを確保する。しかし一方，彼等は，継続的な技術

知識の源泉との関連で，設備に対して前進的支援と接触を与えることができない。そこで，設備は衰

退するかまたは，総体的に競争力がなくなり，輸出機会を持たない(9)。

ｆ製品開発

製造施設は，通常，独立の製品開発並びにインダストリアル・エンジニアリング能力を発展させろ。

しかし製品開発能力の移動は困難である。規模の経済，並びに大躍進的研究と高度専門技術の効果的

利用に必要な専門的知識の集中を計るために，［基本的研究と技術的核の多くは集中されなければなら

ない(10)。

ｇ外部的支援

資材供給業者，教育機関，保全修理工場，顧客への技術の流れは，現地市場開発のなかで，子会社

にとっては単一の価値である。技術のどの局面が，種々異なる産業にとって，決定的に重要であるか

を検出しなければならない。冬要素の重要度の決定因子は，供給される産業技術の類型のみでなく，受

領する組織単位での全般的必要性，その環境，自己の発展段階，支持的下部構造，並びに世界の供給

資源と市場に対する関係にも依存する('1)。

（２）移動のメカニズム

マトリックス表における技術移動のメカニズムの使用は，子会社の経過年月の色々な時期において

特有的であろう。

ａ文書提示

文書提示には，実質上の秘密技術知識から一般的で広い指針のものまである。多くの職長，技師,

作業者は,オペレーションに関して小さなトリックを知っていろ。また，監督や職長や検査員は，プロ

セスや結果に関する小さな閻魔帳を持っている。また,他の者はそのトリックを記I億していて，誰れも

精確な情報を知らないために，それが職務保障を確実にする一つの方法ともなっていろ。文書提示と

工場実践との間のギャップの結果は重要である。知識のうち全べては伝達しないという実践は，同一

の会社の子会社間にさえ存在する。特に，新製品についての報告は不完全であり，他の子会社がその

アイデアを盗用したり，採用することのないようにさせていろ（'2)。「これらのギャップが充たされう

る唯一の方法は，移動のもう一つのメカニズムー担当者訪問によることである('3)。」

ｂ教育，通達，会議，ゼミナール

多くの会社は，公式的教育の重要性を認め，社員の公式的教育を拡張しつつある。他の主要な教育

の形態は，職場内訓練である。子会社間の会議,ゼミナールには,種々のものが存在する｡ある例では，

会議とゼミナールは定期的に開かれ，議題が子会社に送付され，出席するかどうかを彼らに決定させ

る。他の例では，強制的な会議がある（'4)。

ｃ訪問と交流

子会社間または子会社と本社間の特定個人の異動は，少なくとも３つの異なった目的を持つ。第１

は，本社担当者が，子会社を検討し，子会社に情報を提供する。第２は，子会社の探求活動。第３は，

子会社担当者の新職務準備，または新人の職務担当準備のためである。子会社間の担当者の交流から

は，相方が利益を得ろ。随時訪問は，ある種の'情報を浮上させ，生産性と製品系列の変更に寄与する

ことがある（'5)。
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ｄ特定設備の開発と移動へ

新設備や特定設備システムの送付には，多数の文書がともなうが，むしろ設備移動に伴なって，口

頭コミュニケーションが要求される。設置を監督し）機能，保守並びに修理等を説明できる専門家に

よる口頭コミュニケーションである。また，技術コミュニケーションを要求するような修正，故障，

保全，修理の問題もある。

ｅ‘難問の開示，コミュニケーション

国際企業との連携の主要な優位'性の１つは，特定問題を解決するための専門家個人またはチームを

派遣する能力である。開発途上国では，このことは特に重要な意味を持つ。そこでは，故障による時

間損失の少ない機械が求められていろ。

「この米国製造業者の設備やレイアウトは，独立に購入することも可能であるけれども，再び，“小

さな閻魔帳'，症候群が決定的意義を持つ。その機械または生産プロセスにおけるレイアウトから最大

の結果を引き出すには，親企業によって発見された秘密を必要とする('6)。」という。

要するに，上記のメカニズムのうち，どの１つも，必要な技術の全部を移動するには十分ではない。

またオペレーションに先立って，所定の時期に要求されるそれぞれの量を計画することも可能でない。

種々なろメカニズムが，多様な程度に，種々なろ子会社によって，種々なろ時期に使用されるだろう。

企業連携の最も密接なもの（完全所有関係）によってのみ，一子会社は，親企業の技術を完全に盗み

聞くことを期待し得る('7)。

（３）移動過程における類似性

唯一最良の技術パッケージも，また唯一最良の移動手段も存在しない。しかし，認識されたパター

ンには，いくつかの類似性がある。

第１は，技術移動の来歴を話させることへの頭初の抵抗。

第２は，子会社，市場，技術の１性格の間の入り組んだ関係の故に，完全な技術移動は，少なくとも

多数所有か，多分，完全所有でなければ高度にありそうでない。

第３はう技術移動は連続的であった。広い範囲の活動に渡り，連携の経過年月の全部を通して生起

する。

また，各企業は，供給される技術に対する種々な課金方法を持っているが，どの社も，子会社に提

供される技術，プロセス，仕様書，技術知識の広い範朋にわたる基礎価値を示す精確な，原価一価

格方法を開発していない。手持現金の掛かり（out-of-pocketcharges）が容易に定着している。また，

受領国に対する価値も，算定が難かしぐ，専断的であったり，好意的当事者間の単なる交渉の結果で

あったりするｑ

そして，ここの事例全体を通して，適切な技術（appropriatetechnology）の決定因子は,製品,プロ

セス，親企業（mothercompany）の支援能力，子会社の学習能力から生じた(18)。

「これらの決定諸因子は，また各場合において，若干のプロセスから技能を離去したり，または自

動化を離去して手工作業化することを要求する規模要因によって修正された。しかし，適切技術の決

定因子の原則は発見されなかった('9)。」

類似性の最後は，種々な水準にある技術を受領し，吸収する能力において，各国が相異することで

ある（20)。

一方,「これらの事例での顕著な相異点は，技術移動を支持またはその径路を開くために使用される

組織構造において見られろ。ライン・スタッフ関係は，種々に混合し，担当者訪問の意義もそれぞれで

－４４－



多様である。それ故，ある手続は，他の手続よりも有利であることがあっても，必然的に成功するよ

うな単一パターンは存在しない(21)。」

技術分析と計画にまつわる諸困難は，技術開発と移動の過程についての不完全な見解から生起する。

製造技術は，工場開発と新工場の環境的支援の種々な類型段階の間にわたって供給されろ。各技術は，

段階と産業分類の独自の性格に従って多様である。移動のメカニズム，種々な段階に対する技術，そ

してマス・プロダクション，ユニット・プロダクション，連続プロセスなどの多様な製造活動に対す

るこれら諸段階，についての相対的重要性を評価するのに役立つ指針が期待される。供給者と受領者

双方にとっての有効な計画は，製造プロセスを支援する技術の全領域を検出し，どの段階がどの活動

類型に対して，一層重要であるかを検出することによって始まらねばならない(22)。

「初期の詳細な計画と全段階における共同参加は，混乱を防止し，移動可能技術の影響を改善する

だろう。そのことは，また孤立化して独立の構成要素部分を分析することから，技術開発と移動の一

つの完全なシステムのなかで，すべての可能な技術的便益と構成要素結合のための積極的な計画アブ

ロムチの焦点へと，技術討議の焦点を変化させるだろう（23)。」

注
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２技術移動の一つの事例

一モトローラー韓国（Motorola-Korea,ＬｔｄＭＫＬ）

「モトローラー韓国は，半導体製造過程の中間段階，価値にして65％を遂行し，生産過程の中間に

位置していることが，この事例の特徴である。韓国への貢献の例示も注目されろ。」

モトローラは，コミュニケーション，ＳＰＤ（半導体製品事業部），政府電子関係，自動車関係の

４大事業部をもつ。各事業部は相対的に独立し，それぞれの技術スタッフを雇しており，全事業部の

業務を監視する全社的製造スタッフはいない。モトローラＳＰＤは，米国における最大の半導体生産

者である。1974年には，５０億ドル以上の売上高を世界的規模の市場で収めていろ。販売高の23％は消

費者用，２８％はコンピュータ，２８％は産業用，２１％は政府向である。ＳＰＤは，アリゾナのフェニッ

クスに本部を置き，アリゾナのメサとフェニックス，メキシコのガダラジャーラ，韓国のソウル，フ

ランスのトールーズ，スコットランドのイースト・キルプリッド，メキシコのノガール，マレーシャ

のクアラ・ランプールに生産拠点をもち，新ＭＯＳ（metal-oxidesemiconductors）事業部は，テキ

サスのオースチンに工場集団を持っていろ。

韓国におけるモトローラの子会社，ＭＫＬは，他から基本原料を受け取り，半導体を組立ろ業務を

している。1967年に従業員300人で開設し，1974年では5,000人を雇用していろ。

1950年代後半から1960年代初期において，朝鮮戦争の従軍将校，なかでもヴァン・フリート将軍

（GeneralVanFleet）の説得と韓国政府の努力，そして精密組立作業の遂行のために，充分，訓練さ

れうる低賃金労働力の存在を決定的要素として，原価を低減し世界における競争的地位を維持するた

めに，ＳＰＤによって南朝鮮での工場設立が決定された。「その成長と拡張の故に，技術的技能の改

良にもかかわらず，モトローラー韓国は，親会社からの技術援助と新技術の継続的受領者である。そ

して結果的に，韓国政府の開発諸目的に重要な貢献をしていろ(1)。」

「モトローラー韓国は，半導体製造過程の中間段階，価値にして65％を遂行する。そこで,価値にお

いて約15％に相当する製品を受領し，付加すべき総価値のなお20％を必要とする製品を返送する(2)。」

配給先は，ＳＰＤとその他の子会社である。ＭＫＬは，生産過程の中間に位置しており，半導体の混

合と生産操業の日程計画は，フェニックスの責任であり，これは，ＳＰＤの３部門，すなわち個別ト

ランジスター，プラスチック鋳造集積回路（bi-polarl/C-plastic）並びにセラミック集積回路（bi-

polarl/C,DIP-ceramicそしてMOS）によって統制されろ。異なった半導体間の業務移行は，フェ

ニックスで決裁され，製品の混合や種類に関する長期的変換は，フェニックスで決定される。「ＳＰ

Ｄ内部の各部門は，モトローラー韓国の内部に，各自の施設を設立した。各分離した製造系列は，当

該部門に責任を持つＭＫＬ経営担当部長によって運営されろ。彼は，また，ＭＫＬのトップ・マネジ

メントの下に所属していろ(3)。」ＭＫＬでの生産過程は，ウエハースの線引き，または，既に線引き

きれたウエハースの分断で始まり，精密で複雑な諸工程を経過する。

マレーシャに建設中の新施設とＭＫＬの業務とのかみ合わせなど，拡張問題は複雑である。日本に

おける新しい合弁事業は，ＭＫＬから組立製品を取得する。

ゼネラル・マネジャーが，財務経歴を持った米国人である以外は，ＭＫＬは基本的に，韓国人技術

系経営者によって運営されていろ。韓国人経営担当者は，殆んど内部からの昇進者である。

（１）技術移動のための組織

ＳＰＤの国際業務担当重役は，海外の全活動にたいして，並びに米国の製品系列と海外におけるそ

の対応系列との間の連結にたいして責任を負う。技術移動のための組織図は,図表４のとおりである。
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図表４モトローラ特定製品事業部の組織海外での新業務が，先づ，－製品系列の拡張を
国際業務担当重役 探求して考慮されると，これＩこ関する諸々の議論

’｜’’よ，地域グループの担当部長と国際支援担当部長
!■9

j蕊蝿息：R曇j蝋陰｜灘熱り”麓鑛関係を包摂することになろう。

蘆腱｢三戸田口Ｉ。舅騨ごｆｗ鯛鰯墓二
……………’二i蝿鑑讐鑪薑藍藷宣露

在する。

ひとたび，プロジェクトが概念化されろと，そ輸出入国際顧客雨際工場支援国際製品系列国際運輸
担当部長サービス担当部長担当部長移動担当部長担当部長

れは，コントローラ，新建設，インダストリアノレ

・エンジニアリングの各部を経由して，国際製品
ヨーロッパマレーシヤ香港連絡ガダラジャーラ
連絡担当部長韓国連絡担当部長連絡担当部長 系列移動担当部長に渡されろ。「この担当部長は，担当部長

（BehrmanandWallender，ｏｐ・Cit.，ｐ､271.） 国内施設から海外工場へのプロセスと生産系列の

移動の準備に包括されろ，全部門の諸努力を集結することによって，そのラインの移動のシステムと

手続を正式化する(4)。」

移動準備のこの同じ時期に，移動担当部長と国際工場支援担当部長とが,密接に協働する。工場支援

グループは，殆んど全部，技術者で構成され，この組織単位の主要な課題は，コミュニケーションの

促進である。「成功的であるためには，彼等は，外国子会社によって，車の中の重要な歯車の歯とし

て見られなければならない。それ故に，子会社のもつ必要性について，完全に知らされねばならな

い(5)。」

製品プロセスに関する，単一の料理法全書は存在せず，諸々のプロセスは急速に変化しつつある。

信頼I性と品質保証に関する支援は，ＳＰＤスタッフ組織から行われろ。「モトローラは，全製品を

世界の全施設において，同一の仕様書に基づいて，製作させるよう探求していろ。そこで，厳格なコ

ントロール限界が，ＳＰＤの信頼'１生と品質保証（R＆ＱＡ）スタッフによって規定され，各子会社は，

全工場間の比較のためにコントロール．チャートを提出する(6)。」各子会社のＲ＆ＱＡ主任は，フェ

ニックスのスタッフに対して，職能的責任（adotted-lineresponsibility）を負うていろ。

ＳＰＤによるもう一つの技術サービスは，各主要系列一すなわち，個別半導体，集積回路，並び

にＭＯＳのインダストリアル・エンジニアリング活動であり，各系列が，それ自身の技術設備スタッ

フをもっていろ(7)。エンジニアリング支援グループのうち，直接支援単位には，開発グループ，建設

グループなどがあり，新開発を支援するものには，純粋調査研究に従事しているシンク・タンクがあ

る。「加えて，ＳＰＤは，特定のエンジニアリング・プロジェクトに関する援助については，特定問

題の問題提示（Trouble-shooting）から新プロセス，製品，並びに技術の長期開発への発展段階を完

成していろ，スタンフォード大学の機械技術設計部に依存している(8)。」

（２）建設と始動

「フェニックスからの技術移動は，韓国の建設会社による工場の建設で始まった。その会社の経営

管理者は，後に，ＭＫＬの副ゼネラル・マネジャーになった(9)。」

1967年の中頃に工場建設と人事訓練が始まり，工場建設監督官がフェニックスから派遣された。訓

練，連絡，生産ライン設立援助などのために，多数のフェニックス社員が渡来した。なかでも「一人

の生産一技術コンサルタントが，1968年９月から1970年４月にかけてＩＣ分野に派遣され，彼は後に，

全作業のコンサルタントになり，現在，世界のプロセス生産系列の移動を処理していろ（'0)。」
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（３）生産技術の移動

ａ作業

「モトローラー韓国では，４つの区分した作業が，異なった技術と能力を要求する。すなわち，（１）

17種のＩＣ－プラスチック集積回路，(2)ＤＩＰ（Dual-In-LinePackage）－セラミックと３つの範晴

のＭＯＳ，(3)３基本種のトランジスター，(4)３系列全部の品質管理の４区分である(11)。」

「各々の生産ラインから分離している品質管理責任は，輸入部品の受入検査，各製品と全プロセス

の工程中検査,そして出荷前の最終検査を包摂する('2)｡」検査手続はフェニックスで，作動判定基準

はＳＰＤで設定されろ。

「韓国のＱＡ（品質保証）部門にとって，２つの主要な問題があって，それらは，彼等が殆んどコ

ントロールカを持たないものであるｄ第一は，投入資材の品質であり，彼等に見本を送付しながら，

工場では検査に若干の見落しがある。第二は，ＭＫＬ製品を使用するＳＰＤの他の子会社と，同一の

方法によってｊ組立単品の作動判定基準を解釈する必要性である('8)。」

ｂフェニックスからの視察人事

冒頭の訓練期間と始動の後ｌＭＫＬには，継続して専門家と技術家（techniciansandengineers）

が派遣された。

図表５製品・作業変化と支援人事 図表61974年上半期におけるフェニックス

からの支援人事
日時製品訪門者
1967ＩＣ－プラスチック（１４ワード・ワイ

ヤー・タイプ，週当り2000Ｋまで）１０－２０

トランジスター（メタルかん，ＴＯ－

１８，現在も生産）10-20

1968トランジスター（シリコン・プラスチ

ック，種々なダイ，ＴＯ－９２）

３セット継続
maintenancetechnicians２

productiontrainers ２

ｐｒｏｃｅｓｓｅｎｇｍｅｅｒｓ 2

1968/６９トランジスター（シリコン・メタル，

ＴＯ－５，現在も生産）1

1970ＤＩＰ－セラミック（１４リード，現在

も生産）

produceengineers ３

maintenance, ２

processenglneers ２

高速ダイ溶接機械engineer］

すずめっき（ＩＣ－プラスチック並

びにＤＩＰセラミック）3

1971ＩＣ－プラスチック（16と24リード）

ＭＯＳ（１パッケージ，週当り５Ｋで

生産を開始，現在は週当り20-25Ｋま
で）2

1972シリコン・プラスチック系列

（Uniwat）１

１９７３シリコン・プラスチック

（"ＲＦ，，device）1

1972/７３各年30％生産量増加１８

１９７４ＭＯＳ－プラスチックのマレーシヤへ

の移行そしてＭＯＳ－セラミックもす

ぐ後で（glassシール）

技術分野滞在日数

IndustrialEngineer（PIantLayout）２８

ProductionEquipmentEngineer lO

ProcessEngineer（MoldingSpecialist）１２

Ｑ・AEngineer ３

ProcessEngineer l5

Machinist ２７

９ProductionEquipmentEngineer
〃 ９

９ProcessEngineer
〃 ６

〃 ４

１１Doctor-ChemicalEngineering

lndustrialEngineer（ＷｏｒｋStandards）５

０perationManager（ProductEngineer）３
２１ndustrialEngineer

〃 ２

７ProcessEngineer
〃７

１ndustrialEngimeer（Facility

Construction）２０(3)ｂ
ｌ４ＰｒｏｃｅｓｓＥｎｇｉｎｅｅｒ

〃 （Plating）l1

1ndustrialEngineer（FacilityConstruction）７(3)
〃 ７(4)

ProductionEquipmentEngineer ３

ProcessEngineer（MoldingSpecialist）３(2)

IndustrialEngineer（FacilityConstruction）４(3)
〃 11(4)

４SafetyEngineer

計３７２

（）bは多回数訪門を示す。
q

（BehrmanandWallender，ｏｐ・Cit.，ｐ､282.）
(BehrmanandWallender,ｏｐ・Cit.，ｐ､281.）
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ＭＫＬの成長のなかで，製品・作業の変化と支援人事及びその必要性は，図表５のとおりである。

また，1974年上半期におけるｊフェニックスからの支援人事はｊ図表６のとおりである。

1973年には，500人日以上の技術支援が，フェニックス社員によってＭＫＬに提供された。換言す

れば，１日当り１兇人が，なんらかの作業局面に関連して工場にいたことになる。／

ｃ解決された問題

解決された問題のなかには，つぎのようなものもあった。

1973年に,鋳造において，フェノール系からエポキシ樹脂系合成物に変えられた。この変更の後，プ

ラスチック本体が，ひび割れを見せ始めた。「数人の顧客がひび割れた製品を発見したので，１２月に

は，クラッキング問題（crackingproblem）を検討する為に，２人の技術者が韓国に到着した。……

..….…その生産技術者達は，《《技術者一作業者の覚え書,，を書いて，クラッキング問題を如何に処理す

るかについて，保守専門家を指導し，訓練した('4)。」

．技術問題に関するコミュニケーション

フェニックス専門家の身体的訪門以外に，ＭＫＬとフェニックスの間には，テレックス，見本，仕

様書，新手引，検査報告などの定常的なコミュニケーションの流れが存在する。テレックス，支援人

事は公開性の感１唐をもたらすが，口頭〆視察，電話，旅行なども重要である。ＭＫＬには，コミュニ

ケーション．フロー，翻訳などを担当する駐在コンサルタント技師がいろ。韓国人技師は，テレック

ス，電話を積極的に使用する。ＭＫＬのような工場では，郵便は遅過ぎろ。

「金曜日午後に送られたテレックスは，金曜日朝にフェニックスで受信されろ･そしてＭＫＬは，

生産開始に問に合うように，一般的には，月曜日までに回答を受取るだろう（'5)。」

ｅ技術開発

ＭＫＬ内部で，独自の専門技術知識が開発されろと，それは，全子会社に移転可能な技術源泉の１

つとなるＯＭＫＬ技術者は，自身の発意で生産手続やラインを変更することができるが，変更に先立

ってブその修正案は外延ＯＫ,,を取るためフェニックスに送られろ。若干の例では，ＭＫＬは，フェニ

ックスによる革新を調整しなければならなかった。「フェニックス技術者は，特定のプロセスが如何

に遂行されるべきかに関しては，あまり頑固ではないと見られ，ＭＫＬからの提案に依存することに

好意的である。密接な共同は，コミュニケーションと経験から鍛造されつつある('6)。」

ヘ

（４）製造支援サービスと施設

「技術は，直接的生産過程のみでなく，工場の建設と共に始まり，現在は，日々の生産を通じて拡

張し，モトローラの対内肌対外の資材供給者にとっても利用可能な支援サービスの中にも，また移動

されろ。……………ＭＫＬの生産ラインに対する支援サービスは，施設，機械工場の作業，電気保全

と技術，顕微鏡を備えた時間・動作研究，安全とレイアウト変更，並びに鋳造合成物の整形を含んで

いろ（'7)。」

ＭＫＬは，フェニックスから技術援助を得るばかりではなく，次には，他の子会社と現地資材供給

者に技術援助を与えろ。200の資材供給者のほぼ20％は〉直接に，生産問題〉大抵は生産統制と日程計

画について援助され，品質保証担当者がＭＫＬから派遣されろ。

「ＭＫＬが，全子会社に対する中間製品の一大供給者であるという事実は，そこで何を，どのよ

うに行っているかを見ようとする他の子会社からの多数の訪門者を，ＭＫＬが受付けることを意味す

る('8)。」それらの中には,Ｌ特にマレーシヤと日本の会社がある～．

、
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ＭＫＬの経営担当者は，韓国政府によって海外視察を要請され,彼は，また，韓国にある基本資材

を日本松下に販売する以前に，モトローラ消費者製品事業部で採用するよう尽力した('9)。

（５）人事訓練

技術移動は，大部分,モトローラー韓国における職場内訓練（trainingonthejob）によって行われ

るが，技術とプロセスの現地視察（on-the-spotobservation）のためのフェニックス訪門も行われろ。

人事訓練プログラムは，ＭＫＬの人事部長の責任である。その直接権限は，副社長からＳＰＤの国

際人事部長と韓国のソウルにいる地域部長を経由して，ＭＫＬの人事部長に委譲されろ。

「モトローラ規則，安全規程，会社組織，並びに空調・浄化条件のなかでの作業という新風土に，

順応させるために，全作業者に，オリエンテイシヨン．プログラムが与えられろ(20)。」人事訓練に

は，作業者用プログラム，監督者コース，生産監督者開発訓練，保全技師用コース，現場指導者

（utilityoperators）用プログラム，若年女子用啓発・開発コース，見習技術者プログラムなどがあ

る。その他に，高水準の管理者訓練プログラム，インダストリアル・エンジニアリング・プログラム

などが，バンコク，マレーシヤ，クアラ・ランプールなどで開催され，ＭＫＬからもそれぞれに数人

づつ参加した。

このような工場内プログラムに加えて，トップ・レベル社員は，訓練とコミュニケーション目的の

ために海外へ出張していろ。その中でも,例えば，フェニックスでは，品質保証に関して，工程内コ

ントロールを越えた信頼性品質管理，更には国際品質管理について訓練が行われていろ。

ＭＫＬの業務を始動させ，それを管理すべ〈訓練された元の集団は，大卒の技術者であった。彼等

は，米国人技術者をソウルに派遣することによって訓練された。

ＩＴＴ社やゼロックス社などとは反対に，モトローラでは，世界的規模におけるタスク・フォース

会議や専門職社員の会議は，品質管理担当部長のそれを除いては，いままでなかったが，これからは

開催されろと思われろ。

人事訓練プログラムは，もちろん労働移動率と新入社員の訓練必要度によって影響されろ。ＭＫＬ

の労働移動率は極めて低い。「全工場の平均移動率は，1974年の月平均では，２％であり，フェニッ

クスでは８％であった。また，６月では1.3％，７月では0.8％であった(21)。」この低労働移動率の原

因としては,韓国における高失業率，職務横断の困難性，ＭＫＬの相対的高賃金，作業者と監督者との

間の高いモラール，工場における人間第一主義，チームと個人の生産性増加を賞賛する《《ＰＲＩＤＥ,,

プログラム，若年女子の多いこととミス・モトローラ（ＭＫＬ）の選出などがあげられろ。

「技術移動の成巧は，生産'性や品質管理のみでなく，工場内の個人の昇進にも反映していろ。……

………ＭＫＬにおける昇進政策とその成巧は，最高経営者の昇進に反映しており，彼等は全て，３０才

代である(22)。」法律に基づいて，承認の為，政府に提出される手引書の，管理者による若干の解釈や

変更を許容しながら，採用・人事手引書は，作業者と監督者によく受け入れられていろ。

（６）技術拡散

資材供給者にとって，最も重要な技術移動は，品質管理，

領域である。しかし，ＭＫＬ社員の低労働移動率からして，

}よ殆んどない。

日程計画，それに加えて原価低減技術の

人事異動を通じての経済への技術の拡散

（７）韓国への貢献

｢外国からの投資を承認する際に，韓国政府は，次の諸貢献に重点を置いている。
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１韓国の国際収支の改善

２経済への技術的貢献

３韓国人労働者の雇用の増大

４総原材料所要量との比較において，現地原材料の活用

５国際的な産業発展の連結性(23)」

現地原材料使用を除いては，ＭＫＬは，これらの基準の残り全部において，高評価を占めろ。フェ

ニックスからの技術援助にほぼ全部基づきながら，その全製品は輸出され，3,400万ドルの輸出額は，

1973年の韓国の工業輸出の９％に相当した。そして，5,000人以上の労働者を雇用していろ。「そし

て，ＭＫＬは，中間生産者であることを通して，国際的産業と全面的に連結されていろ(24)｡」

技術的貢献に関しては，モトローラー韓国との協定は，韓国にある他社のそれと較べて，顕著に相

異していろ。「ＭＫＬが獲得するものは，生産技術の継続的フローである。それは，必然的に最新で

あるというのではなくて，大量生産の手続に対して最良のものである(25)。」

注

BehrmanandWallender，ｏｐ・Cit.，ｐ、２６８．
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Ｎ経営システムと情報処理技術

１経営システムと不確実性

与えられた組織，設備，および技術のもとで，技術移動を一契機として，それらは変化し，危険と

不確実性が増大するであろう。

その際，変化の経路とも関連しながら，変化が，変化行為者（changeagent）の助力によって，組

織された変化としてもたらされるか，それとも助力なしでさえ，組織自体として変化をいかに持ち込

みうるか。そして組織は，その環境に適応するために変化するのか。あるいは，組織は，その中にい

る人々の文化的並びに下位一文化的必要としての，主観の客観化であるのか。かくして変化に対す

るモーチベーションは外論点の一つである。

重要なことは，組織規模が拡大すれば，また意思決定の領域が拡大すれば，それだけ危険と不確実

性が増大することである。技術移動は'情報の移動でもあり，だから危険と不確定性のもとで，]情報シ

ステム論，情報利用論の確充が必要である。危険と不確実性が増大すれば，それだけ一層，組織的'情

報の促進機能や，また確信の状態の重要性が増大する。そこで，例えば，Ｔ､Ｄ・ヴァインシャルの

"組織規模と経営管理構造の研究”における，混合的経営管理構造，多国籍・多重構造的組織，超組織，

継続的な新企業者単位の創造の概念が注目されろ(1)。同様に，Ｊ、Ｍ・ストッポードの‘`多国籍企業に

おける組織発展,，の研究のなかの，国際事業部の限界，可択的な非国際事業部構造，グリッド構造へ

の発展段階論も注目されろ(2)。

さて，経営の実体は意思決定であり，経営の構成体が組織であると概念すれば，企業の経営システ

ムとは，企業における組織的意思決定の構造である(8)。そして個々の意思決定過程は，経営目的，経

営戦略，組織構造，マネジメント・コントロール・システムなどの組織影響力によって構造化され，

調整されろ。技術移動，技術交流は，顕著に流動的な組織・管理・意思決定構造を必要とする。技術

移動や革新の活発化，その成功確率の向上を目的とした組織手段，創造的な組織の形成が要求されろ。

そのような組織手段としては，プロジェクト組織，マトリックス組織，ベンチャー・マネジャー組織，

ベンチャー・ビジネス，そして複合的構造などの諸形態があげられる。しかし，革新の種類，その問

題の性格，企業風土などのちがいによって，採用すべき革新的組織の形態も異なるといえる(4)。

今日，従業員の動機や欲求のシステムにおける変化は，リーダーシップや管理システムの設計に重

要な影響を与えていろ。労務管理の職責のなかで，衛生要因とモーテイベーション要因との区別を指

摘するのもその一例である。

ところで，経営社会制度としての終身雇用制は，日本的経営の特長の一つとされろ。それは技術革

新への抵抗を少なくし,企業の成長を助けた(5)。終身雇用制,職場共同体,そして企業別組合は,日本の

工業化に特有の技術経済的要因や社会的要因にたいして,適合’性をもってきた。日本的労使関係の特色

とされろ，雇用の共同体原理にもとづく基本的作業単位としての職場共同体や，企業別組合の形態は，

技術革新が労使の利害対立の問題として，尖鋭化することを少なくしていろ(6)。日本的労使関係は，

権力志向的よりもむしろ人間I性志向的な経営参加型労使関係を特色とする。そこでは，技術革新，生

産性や能率にたいして，労使双方が共通の価値観をもつことのできる特色があるといわれていろ(7)。

次に特に技術移動と関連して，経営決定，意思決定の合理'性に対する社会的評価，社会的責任の問

題を重視しなければならない。地域開発や工場誘致は，資源や公害問題と重大なかかわりを持つ。技

術移動，技術伝播に関連する企業の経営政策の遂行に当って，一つの他律的な枠としては，外部不経

済説やシピル・ミニマム説があげられる。自律的な枠の一つとしては，企業の社会的責任にﾌﾟこいする

経営管理論的接近があげられろ。それは，管理の合理性と社会的責任の調和を問題とし，そして，経

済的目的と関係する経済的戦略と,環境の改善や社会の福祉問題の解決への貢献のためｅ社会的戦略と
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の統合が必要であると主張する。だから，企業の経営戦略の体系は，経済的戦略と社会的戦略から構

成され，経営戦略の評価過程は，経済的評価と,・社会的責任の基準による評価すなわち，社会的評価

と生態学的評価とから成ることになる(8)。この経営管理の社会的責任という組織使命をもった組織単

位として，松下電器における社会的監査委員会，各社における環境部や消費者本部の設置があげられ

ろ(9)○一万，大企業の経営者の地位と職能の社会性からして，経営の自主'性と対境関係の維持と調整

が，また一つの課題である。

また時として，親企業の必要としての下請企業の生産管理は，中小企業の自律化と独自の市場の保

有を弱めることにもなる。独占資本による収奪の方法と程度とが，中小工業経営の生産力と生産関係

を規定しているからである。また，ライフサイクル・コスト（購入および運用一使用コスト）の観点

も注目されろ。システム（製品）の運用（使用）コストが，ライフサイクル・コストのなかで，５０％

以上を占めるものがあり，それらは消費者危険負担的思想では，処理しがたい。

八
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２’唐報処理技術と盾報システム

今日では，ファクシミリをはじめとする'情報機器やデータ通信によって，有用なプログラムや'盾報

は，安い費用で，同じシステムの他の部分や別のシステムに，また一次｜情報は世界同時的にも，複製

できろ。

サイモンは，コンピュータの経営管理過程への導入とコンピュータ・システムの発展を主題としな

がら，，情報技術と意思決定技術の関係から組織形成，組織設計を論究していろ。彼によると，「技術

は知識であり，｝情報処理技術は知識をいっそう能率よく生産し，かつ利用するにはどうしたらよいか

に関する知識である(1)｡」そして，情報技術の進歩とエネルギー利用技術の進歩とは，資源や環境に

対して異なった意味をもっていろ。そこで，世界が直面する資源と汚染の両問題に対して，技術進歩

の定性的変化や，生産性上昇の期待を1情報処理技術の方にかけることなどが主張されろ。その際，経

営意思決定の科学，とくに，第二次世界大戦以後の意思決定の新技術と，新しい1盾報処理技術が重要

となる。そして，組織が，複雑な人間一機械システムの側面を顕著にするにつれて，一つの問題は，

人間が関与しなければならないシステムの入出力比率と比較して，計算システム内でのI盾報処理が一

段と高速化するという技術的事実である。

経営情報システム（ＭＩＳ）とは，経営計画の設定，その変更およびコントロールのために必要な

1盾報を提供するシステムであるといわれていろ(2)６そこで，コンピュータｂベースの経営I情報システ
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ムによって，経営システムが効率化，近代化され，そして，経営情報システムは，この効率化，近代

化された全体の経営システムの不可欠のサブ・システムをなすものでなくてはならない。今日のＭＩ

Ｓの研究では，経営決定システム（ＭＤＳ）が，焦点の一つとなっていろ。意思決定をアウトプット

する経営情報一決定システムが重要なのである。

「企業がめざすべきコンピュータ1情報システムは，たんなる経営I情報システム（ＭＩＳ）ではなく

て，経営'盾報一決定システム（ＭＩＤＳ）でなくてはならない(8)。」という。これは,意思決定の自動

化の段階へのコンピュータの活用であり，コンピュータ経営情報一決定システムは,自動化決定システ

ムとマン・コンピュータ・システムの２つより成り立つ。マン・コンピュータ．システムはマン．マ

シン・システムであり，それは意思決定の創造性，適応性を高め，企業の成長性と収益性に貢献する。

ところで，インダストリアル・ダイナミックスの研究は，政策，意思決定，構造，動作の遅れが，

どのように関連し，産業の成長や安定に影響しているかを明らかにしようとし，その目的は，企業の

経営政策や組織構造の設定，創造としての企業設計である(4)。そこでは，情報フィードバック．シス

テムの枠組の中で，マネジメントは，’情報を行動に変換するプロセスである。この変換過程を意思決

定プロセスと呼ぶ。一万，意思決定は行動についての明白な政策や暗黙の政策，そして決定ルールに

支配されるｑだからマネジメントの成功にとって，情報の選択とその変換の如何とが重要である(5)。

大組織は，重層化と同時に，ほとんど階層構造をなしていろ。組織階層は，意思決定過程のモニタ

ー・メカニズムとして働く。そして，決定前提は階層システムの枠を越えて走り，意思決定や分析は

移転可能となり，意思決定点は分散する。同時に，意思決定の集中化も進み，決定過程への参加が現

出する。そして，管理者的・技術者的努力の相当部分が，決定過程の設計，モデルの開発・維持，戦

略分析に必要なデータ・ベースの開発・維持に費やされていろ(6)。

意思決定システムと盾報システムとの関連では，一方で意思決定のパターン的，種類的，レベル的，

階層的区別と検討から意思決定のカテゴリーとその技術を考察し，他方で1情報の性質や，』情報システ

ムの階層的，過程的な側面の検討を行って，’情報システムの体系化を考察する必要がある。一例とし

て，コンピュータの活用による企業の経営'盾報一決定システムは，戦略的決定一情報システム，管理的

決定一盾報システム，並びに業務的決定一'情報システムの３つに分類することもできろ(7)。その際，

トップ・マネジメントにとって重要な'盾報システムは，戦略的計画化努力を支援するものであり，戦略

的計画にはシステム構造の理解が重要であるといえよう(8)。

今日，多国籍企業情報システムにおけるコンピュータ利用は，国際データ・センターの設置，各国

共通の処理ルーチンの開発と高度なデータ通信，多国籍アプリケーションへと進展していろ。そこで

は，海外子会社の'情報システムの統合化と関連して，組織的，データ的リンケージ，統合のもとで分

割化された処理能力，セグメント化されたデータベースの概念が重要視され，一方，国際データ・セ

ンターの設置と関連して，共通的，多層的アプリケーション，連結データ処理システムの開発，セン

ターの設置場所とその運営などが課題となっていろ(9)。

日本の企業では，工場無人化が促進している。無人化システムの開発に，１盾報システムの自動化が

重要な役割を果たす。企業における無人化指向システムへの1情報システムの基本的企画は,種々開発，

実用化されていろ。無人化指向システムには，機械化としての技術アプローチと社会システム的アプ

ローチがある。重要なことは，人間主体，人間尊重のマン・マシン・システムの開発と使用である。

まﾌﾟﾆ,コンピュータを使用した自動的データ収集，自動修正機構をもつ開ループの計画システムが注目

される。今後,同時多目的条件の理論と技術,たとえばＴＳＳや，社会データの充実と利用方法の確立，

たとえば国家規模のデータ・バンク,産業レベルのデータ・ベース，企業レベルのセンサ・ベースの開

発が一層進むだろうという（'0)。

この研究に大阪産業大学産業研究所の特別研究費の援助を受けたことを感謝します。
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